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1.はじめに 

路線バスをはじめとした地域公共交通の衰退が

問題とされて久しい。わが国における乗合バスの

年間輸送人員は、1968年度の101億人をピークに

漸減傾向であり、2008年度には43億人となった1。

40年間で6割の利用者が逸走したことになる。こ

うした背景として、一般に「モータリゼーション

の進展」や「少子高齢化」が挙げられ、地域公共

交通の衰退が必然であるかのように評されること

が多い。しかし、最近では、国内の大手自動車メ

ーカーがテレビコマーシャルで「免許を取ろう」

というキャッチフレーズを採用するなど、むしろ

「クルマ離れ」というキーワードすら見かけるよ

うになった。また、少子化により通学交通の減少

は考えられるが、高齢者の外出には、むしろ地域

公共交通が重宝されるはずである。ところが、わ

が国の市民が地域公共交通に回帰したという話は、

さほど耳にしない。すなわち、モータリゼーショ

ンと少子高齢化だけが地域公共交通の衰退を招い

たわけではなく、ほかの要因にも着眼することが

必要である。 

本稿では、地域公共交通のなかでも、路線バス

やデマンド交通（DRT；Demand Responsive Transport）な

ど、乗合公共交通を対象に、とりわけ地方行政に

おける政策の課題やまちづくりとの接点について、

筆者が関わった事例を踏まえて考察する。 

                                                      
1 日本バス協会「2012年版 日本のバス事業」掲載表に

基づく。 

2. 地域公共交通ネットワークは誰が守るのか 

わが国の地域公共交通は、市民の日常生活に欠

かせない移動を支える身近な存在である半面、被

規制産業としての側面を持つ。このうち、乗合バ

ス事業は、長年にわたり、路線単位の免許制を原

則とする需給調整規制の下で運営されてきた。そ

のため、赤字路線であっても、事実上のエリア独

占事業者が運行する黒字路線からの内部補助によ

って維持されるしくみであった。しかし、利用者

の減少で、採算路線自体が少なくなり、「本来民間

企業として営まれている乗合バス事業者に対して、

公共性の名の下に、現在のような形での内部補助

のシステムを半ば強制してきたため、結果として

営利サービスになじまないような赤字路線を多く

抱えさせることとなり、事業意欲を減退させてき

たのではないか」2といった問題も指摘されるよう

になった。こうした経緯から、2002年 2月に、乗

合バス事業の規制緩和が図られ、需給調整規制が

撤廃された。これがわが国における地域公共交通

政策の大きな転換点になったのである。 

規制緩和以前の乗合バス事業は、国と交通事業

者との関係が基本であり、地方公共団体（とりわ

け市町村）が主体的に関与する機会がなかった。

そのため、市町村が関与できたのは、例えば、交

通事業者に委託運行しているコミュニティバスや

廃止代替バスなど、補助金を直接支出しているケ

                                                      
2 運輸省「乗合バス事業の規制緩和、生活路線維持につ

いて 自動車交通部会バス小委員会中間報告」より。 
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ースに限られた。それが規制緩和を受け、地方路

線バス維持費補助金が赤字バス事業者に対する補

助から（複数市町村に跨り一定の要件を満たした）

不採算路線に対する補助に変更され、国による運

行費補助を受けようとする場合は、都道府県が設

置した地域協議会の場で「必要」と認められるこ

とが前提となった。 

 次の転換点は、2006 年 10 月の道路運送法改正

で創設された「地域公共交通会議」である。道路

運送法は、地域公共交通を収益事業とみなす「事

業法」の色彩が強い。例えば、運賃の設定に関し

ては、総括原価方式 3に基づく上限認可制となっ

ており、基本的には運賃収入によって収益を確保

しなければならない。そのため、以前より見られ

た「コミュニティバス」の廉価な均一運賃の多く

は、通常の乗合バス事業（同法4条）とは異なる

態様で許可されていた 4。すなわち、道路運送法

4 条で許可されている乗合バスのサービス質につ

いて、市町村が関与する余地は小さく、運行費補

助を支出する以外の手段を持ちえなかったのであ

る。こうしたなかで制度化された地域公共交通会

議は、市町村で主宰することが可能になり、総括

原価方式に基づかない運賃体系の導入やデマンド

運行、小型車両の導入など、従来の4条許可では

難しかった態様も同会議の合意に基づいて実施で

きるようになった。こうして、既存の乗合バス路

線の再編や改善についても議論できるしくみが整

えられた。加えて、同会議の構成員には、交通事

業者や市町村担当者に限らず、住民や利用者を含

むことが求められている。 

 このように、乗合バスをはじめとしたわが国の

地域公共交通ネットワークは、交通事業者だけが

守るのではなく、地方行政や地域住民を含む三者

の合意形成に基づいて守ることが政策的にも期待

されるようになった。しかし、地方行政の実務に

おいて、地域公共交通会議は、コミュニティバス

                                                      
3 事業者の経営に必要なコストに適正利潤を加えた額

を賄える収入を確保できる運賃設定方式。 
4 道路運送法21条（貸切バスにおける乗合行為の禁止）

の「例外」として位置付けられていた。 

やデマンド交通の新設や変更を協議する場として

捉えられる傾向が強く、地域公共交通ネットワー

クの維持や改善を図るための議論は、さほど交わ

さない現状にある。 

 

3.地域公共交通政策に求められる視点 

次に整理しておかなければならないのは、地域

公共交通政策が何を目指していかなければならな

いのか、という点である。平成25年 12月 4日に

施行された交通政策基本法では、第2条に「交通

に関する施策の推進に当たっての基本的認識」と

して、次のような記載がある。 

「交通に関する施策の推進は、交通が、国民の

自立した日常生活及び社会生活の確保、活発な地

域間交流及び国際交流並びに物資の円滑な流通を

実現する機能を有する･･･（以下略）」 

すなわち、地域公共交通政策は、市民の「生活」

と「交流」づくりに貢献することを目指さなけれ

ばならないのである。 

 地域の路線バスやデマンド交通は、「生活交通」

と称されることがある。しかし、生活交通を維持

することが、ただちに市民の日常社会生活の確保

につながるというわけではない。例えば、自宅の

最寄りに停留所があっても、通勤や通学、通院や

買物など、日常の諸活動に利用可能な経路や時刻

が設定されていなければ、市民の「生活」に貢献

することができない。 

栃木県足利市は、人口約 15万1千人（平成26年1

月現在）の地方都市であり、宇都宮市、小山市に

次ぐ県内三番目の人口規模である。しかし、モー

タリゼーションの進展により、1990年代には、市

内の民間路線バスが全て撤退し、今日に至るまで

市内の乗合公共交通は、同市が運営する「足利市

生活路線バス」のみであり、長らく3台の車両で

市内の全域をカバーしてきた。しかし、2011年 7

月に足利赤十字病院が郊外移転することを契機に、

同市地域公共交通会議（および地域公共交通活性

化協議会）は、「足利市地域公共交通合連携計画」

を策定し、「足利市生活路線バス」の大規模な再編

を実施した。主な内容として、足利赤十字病院の
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みの保存、楽しい店舗や人づくりなど、活発なま

ちづくり活動が展開されているなかで、「交通」が

置き去りにされてしまい、地域の魅力を殺いでし

まっている事例である。但し、こうしたケースは、

この観光地に限らず、わが国のまちなかにおいて

共通した問題であると考えられる。それでは、地

域公共交通をまちづくりの道具として活かすため

には、どのような発想が必要なのだろうか。筆者

が携わってきた、青森県八戸市と岩手県北上市の

事例をもとに考えてみたい。 

 八戸市は、太平洋沿岸に位置する人口約23万 9

千人（平成26年 1月現在）の地方都市である。市

内を運行する主な乗合バス事業者は、八戸市交通

部、南部バス(株)、十和田観光電鉄(株)の 3者で

あり、公営企業と民営事業者の双方で広範な路線

網を形成している。八戸市における地域公共交通

政策の最初の転換点は、2007年 3月に策定された

「八戸市公共交通再生プラン」（以下、再生プラン）

である。当時の八戸市は、市内における路線バス

の乗車人員が一貫して減少を続けていたことに加

え、人口減少の傾向が顕著になりはじめた時期で

あった。そのため、再生プランでは、地域公共交

通サービスを持続的に提供するための方策を具体

的に示すことで、市民の移動を適切に確保するこ

とを目指し、二つの戦略と三つのアクションプラ

ンが設定された（表-2）。 

表-2 八戸市公共交通再生プラン 

【二つの戦略】 

・バス路線網の幹線軸を設定し、サービスの充実と運行の

効率化を図る 
・市民のモビリティを持続的に確保する仕組みをつくる 
【三つのアクションプラン】 

・八戸駅線の共同運行化 
・地域公共交通会議の設置 
・地域協働型公共交通システムの導入促進 
再生プランのなかで、最も重視された施策がバ

ス路線網の幹線軸を設定することであった。八戸

市内のバス路線網は、郊外から中心街に向けて路

線が集中する構造となっており、中心街へ近づく

に従って、多くの路線が重複して運行されている。

しかし、運行計画は、事業者ごと、路線ごとに設

定されていたため、近接した時刻に数台のバスが

連なって運行される光景が多く見られた。こうし

た非効率な運行により、事業者の収支状況は改善

されず、それによりサービスの向上が図られず、

さらなる利用者減を招く悪循環から抜け出せずに

いた。再生プランによる幹線軸の設定は、公共交

通政策として、こうした悪循環を断ち切ることに

加え、一定水準のサービスレベルを保証すること

により、短期的には、バス利用者の獲得と事業者

の収支改善を図り、長期的には、路線が集中する

中心街への集客力向上と幹線軸沿線に転入者や施

設の立地を（緩やかに）促すことを意図している。

こうした背景から、八戸市の幹線軸は、路線単位

の指定ではなく、複数事業者による共同運行化や

ダイヤ調整を図る「区間」を中心街を起点に定め

たうえで、運行間隔の確保目標を10～30分間隔（平

日昼間時）に設定した。このうち、八戸駅から同

市中心街の区間を運行する八戸駅線は、沿線に基

幹病院や医療施設が立地していることに加え、市

内でも人口の多い地域を運行しており、鉄道の端

末交通としても利用が見込まれる幹線軸であるが、

プラン策定時は、市営バスと南部バスの2者が競合

して多数の便を運行していた。しかし、八戸駅の

バス停留所は事業者により位置が異なっていたう

え、より多くの乗客を獲得しようと、他者が設定

した時刻の直前にダイヤを設定する傾向もあった。

こうして運行間隔の粗密が生じることになり、二

者の競争がかえって利便を損なう状況にあった。

そこで、八戸市が先述の再生プランに基づき、二

者の交通調整を行うことになったのである。 

 交通調整の内容は、①八戸駅から中心街までの

区間は10分等間隔（平日昼間）で、異なる経由の

便を交互に運行する、②八戸駅のバス停留所を事

業者別から方面別に再編する、③八戸駅～中心街

間の定期券を市営バスと南部バスで共通利用可能

とする、という内容であり、二者の共同運行を目

指すものであった。共同運行化の協議には丸一年

を要し、決して円滑に議論が進んだわけではなか

ったが、八戸市の交通政策担当課の強い意志に加

え、2007年6月に、八戸市地域公共交通会議が設置

されたことで、市の公共交通政策に対する考え方
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や各乗合バス事業者のスタンスが市民や地元メデ

ィアに「見える」ようになったことも後押しした

と考えられる。こうして2008年4月から八戸駅線の

共同運行化が開始され、二経路の合計で、平日228

便から182便に集約された一方、当該路線の年間利

用者数は、前年度の135.4万人から144.1万人に増

加し、開始初年度で黒字路線へ転換した。八戸駅

線における「小さな成功体験」を受け、別の幹線

軸でも、2者の共同運行化が図られ、それ以外でも、

各社のダイヤ調整や各路線のパターンダイヤ化に

より、現時点では、運行間隔の確保目標は充足さ

れている状況にある。 

 2008年度には、「八戸市地域公共交通総合連携計

画」が再生プランの後継として策定され、地域公

共交通の利用環境を改善する事業に着手した。八

戸市の中心街では、一方通行が多く、同じバス路

線であっても、経由する中心街の経路や停留所が

往路と復路とで異なっている。また、同じ場所に

ある停留所でも事業者によって呼称が違っていた

ため、バスを使い慣れない市民や旅行者には利用

にしにくい環境にあり、「どの停留所からどの方面

に行けるか」をわかりやすく示す必要があった。

そこで、中心街にある5か所の停留所群に「八戸中

心街ターミナル」という共通呼称を設定し、1番か

ら5番まで、数字でのりばを表現する方法を採用し

た。はじめに、市内を運行する主な3事業者の全系

統 8を対象に、中心街を起点とした方面別のアルフ

ァベットとイメージカラー（図-4）を設定したう

えで、5カ所に分かれた中心街ターミナルの停留所

のうち1カ所のみに停車させることとし、停車する

停留所とアルファベットが原則一対一対応できる

ようルールを設定した（図-5）。そのため、「ター

ミナル」とはいえ、固有の建物を有していないこ

とが特徴である。したがって、各社の定期券や回

数券のほか、高速乗合バスの乗車券を一カ所で購

入できる窓口を再開発ビル（八戸ポータルミュー

ジアム「はっち」）内に設置したほか、中心街の空

き店舗を活用して「八戸中心街ターミナルモビリ

                                                      
8 特定の呼称が付された企画・観光路線は除く。 

ティセンター」（一般社団法人北海道開発技術セン

ターが運営）を開設し、企画乗車券の商品開発 9や

モビリティ・マネジメントの取り組みを進めてい

る。このように、中心街全体をターミナルに見立

てた取り組みで、賑わいの演出を試みている。 

図-4 八戸市における路線バス方面別記号 

図-5 八戸中心街ターミナルにおける経路図 

 一方、岩手県北上市では、2011年10月より、JR

北上駅とデパートや市役所を含む市街地一帯の路

線バスの運行経路を統一させ、回遊性の向上を図

る取り組みをスタートさせた。中心市街地の核店

                                                      
9 例えば、市内にある櫛引八幡宮国宝館の拝観料や十和

田市現代美術館の入館料と路線バスの往復運賃をパッ

ケージした「バスパック」を企画・販売している。 
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舗である、さくら野百貨店の周辺には、「本通り2

丁目」「本石町1丁目」「新穀町」の3カ所の停留所

があり、いずれもJR北上駅と郊外とを結ぶ岩手県

交通の路線バスが分散して停車していた。そのた

め、市街地の運行経路が複雑になっていた。他方

で、3カ所の停留所からJR北上駅までの区間には、

一日70往復余りの便（平日）が運行されていたこ

とから、さくら野百貨店周辺の停留所を集約し、

JR北上駅までの運行経路を統一化することで、既

存のバス路線網を活かして、中心市街地における

回遊性向上に寄与できる可能性が見出された。こ

のことは、北上市地域公共会議が策定した「北上

市地域公共交通総合連携計画」にも位置づけられ、

運行経路の再編に着手した。図-6が再編後の運行

経路の概念図である。先述の3カ所に分散していた

停留所を「まちなかターミナル」としてさくら野

百貨店脇に集約し、市内を運行する全ての路線バ

スが北上駅と同ターミナルを経由することになっ

た。また、北上駅から同ターミナルまでの区間は、

諏訪町まわりと北上郵便局まわりの2経路に統一

化し、各停留所にナンバリングを施している。ま

た、さくら野百貨店内に、バス待合スペースを設

け、インフォメーションカウンターにおける路線

図・時刻表の提供のほか、回数券等の販売を行う

図-6 北上市中心市街地における運行経路再編図 

とともに、ITSアライアンス株式会社の開発により、

路線バスの接近・通過表示を行うデジタルサイネ

ージ「あしあとランプ」を設置した（図-8）。寒冷

な北上市の冬期間においても、利用者が安心して

路線バスを利用できる環境の整備を目指したもの

であるが、バスを待つ乗客が無意識のうちに核店

舗の賑わいに作用する構図になっており、まちづ

くりと地域公共交通との接点をデザインしている。 

図-7 さくら野百貨店内のバス待合スペース 

図-8 さくら野百貨店内の「あしあとランプ」 

 これまでに述べた八戸市と北上市の事例に共通

するのは、交通政策行政が積極的にまちづくりと
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地域公共交通政策との連携を指向しているという

点であり、いずれも地域公共交通会議のしくみを

活用して、まちづくりとの接点を議論しているの

である。

5.まちづくりの学校としての地域公共交通 

一方、市民によるまちづくり活動と地域公共交

通にも重要な接点がある。山形市明治・大郷地区

の事例をもとに考えてみたい。山形市北部に位置

する人口約3千人の同地区では、路線バスが廃止

された後、市中心部を結ぶ代替交通として、山形

市が「地域交流バス」を運行してきた。しかし、

週1日限りの運行であり、地域住民のなかでは運

行日を増やしてほしいと市に要望したが、不採算

であることに加え、他にも同様の地区があること

から、うまく進展しなかった経緯があった。 

こうしたなかで、地域が自らモビリティ（移動

手段）の確保を模索することになり、筆者が支援

することになった。最初に住民代表の方々とお会

いしたのは2007年 11月であったが、既に近県の

先進事例と称される取り組みを視察するなど、熱

心に活動を始めていた。しかし、大半の方々は「地

域交流バス」に乗車した経験がなかったため、「先

進事例」とのギャップのなかで、地域のモビリテ

ィを確保するために、何から手を付ければよいか

決めかねている状況にあった。そこで、「地域交流

バス」に実際に乗車する機会を設定し、利用者の

声や問題点を集約することを提案した。また、全

世帯対象のアンケート調査やグループヒアリング

を行ったうえで、各町内会長の協力を仰ぎ「公共

交通がないと生活が不便になる人」を数え上げて

いただいた。その結果、約80人の地域住民がモビ

リティの提供を必要としており、その多くは、月

1～2回の通院をしていることが分かった。このよ

うに、地区レベルの「需要予測」では、地域住民

とともに、数え上げることが有効である。 

 ところで、週1日限りの「地域交流バス」に代

わり、週2日以上の交通サービスを実現するため

には運行経費の圧縮が必要である。市の財政支出

を手厚くすればサービスを充実できるが、交通や

明治・大郷地区以外の行政課題にも市は負担しな

ければならないうえ、当時は、山形市として地域

公共交通政策の指針を持ちあわせていない状況に

あった。一方、地域住民の立場は、行政からの手

厚い支援を得ることで運行日を増やしたいという

思いがある。こうした双方の立場をどう調整して

いくかが課題となった。そこで、既に開催してい

た地元の方々との勉強会に、市の担当者にも参画

いただき意見交換を重ねた。その結果、地元が協

議会を設置し、運行事業者と直接契約する代わり

に、市は定額（週1日の路線バスを運行する際の

標準的な運行費用）を上限とした負担金を支出す

ることになった（図-9）。路線バスに対する運行費

の支援は、一般的に、収支差額を対象にした欠損

補助であるため、地域住民による利用促進の成果

が増便などのサービス水準向上に結びつかない。

しかし、明治・大郷地区の運営スキームでは、地

元の協議会は、運賃や協賛金等の収入を市の負担

金に上乗せして運営することを可能とし、運行形

態や運行日も地域で決定することができる 10こ

とから、地域住民の「努力」をサービス水準の向

上に反映することができる。 

以上の運営スキームに基づいて、車両を小型化

して経費を縮減させるとともに、「積み残し」のな

いよう、事前予約のデマンド運行とすることで、

現在は週2日の運行となっている。また、デマン

ド運行の面的に需要をカバーできる特性を活かし、

これまでの「地域交流バス」では乗り入れること

ができなかった大型商業施設や県立病院等へ運行 

図-9 明治・大郷地区の公共交通運営スキーム 
                                                      
10 協議会で決定された運行計画を山形市地域公共交通

会議で協議し、協議が調えられることで、道路運送法上

の各種申請が開始されることになる。仮に、地域公共交

通会議制度が存在していなければ、乗合公共交通の枠組

みで、本文のような運営スキームを設計することは困難

になる。 

連合町会 

協議会 山形市 

運行主体 

運営費負担金 

運行依頼，費用支出 

運行，データ提供 地域交通会議開催
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く、その結果、既に約500団体（市区町村等）11で

策定済みの連携計画であるにも関わらず、2012年

度に新規に計画を策定したのは18団体と低調であ

り、相当数の連携計画が計画年次を超えても改定

されない、いわば「期限切れ計画」が続出してい

る。すなわち、総合事業という財政支援制度が各

地で連携計画を策定するインセンティブになった

半面、多くの市町村では、財政支援を獲得するた

めに連携計画を策定するという発想が根強かった

ように思える。 

2014年1月31日に公表された、交通政策審議会 

交通体系分科会地域公共交通部会における「中間

とりまとめ」では、現在の連携計画の問題点とし

て、①まちづくりや観光振興など地域戦略との一

体的な取組みが不十分、②総合的な交通ネットワ

ークの計画づくりに欠け、廃止路線へのコミュニ

ティバスの導入など個別・局所的な対応にとどま

っているものが多い、③地域特性や生活環境の変

化を踏まえ、利用者のニーズに即し、かつ持続可

能な新しい地域公共交通ネットワークを構築する

ための方策が十分に伴っていない－といった点を

挙げている。そこで、交通政策基本法の施行とあ

いまって、「地域公共交通の充実に向けた新たな制

度的枠組みの構築」が進められているわけだが、

活性化・再生法の改定と、地域公共交通特定事業

のメニューとして「地域公共交通再編事業（仮称）」

が創設されるイメージが示されている 12。これに

より、再び、連携計画（活性化・再生法改正で、

地域公共交通網形成計画（仮称）となる見込み）

の策定や改訂が各地の協議会で進められることが

期待されるが、財政支援の獲得が目的化した計画

の策定という「呪縛」からの脱却を図らなければ

ならない。本稿の前半で述べたように、これから

の地域公共交通政策は、市民の「生活」と「交流」

づくりに貢献することを目指さなければならない。

                                                      
11 複数の市町村で共通の連携計画を策定している場合

があるうえ、複数の連携計画の対象となっている市町村

もあることから、「団体」としてカウントしている。 
12 2013年 12月 18日に開催された交通政策審議会交通

体系分科会地域公共交通部会第5回の資料より。 

したがって、まちづくりを推進する重要なツール

として地域公共交通政策を立案する姿勢が求めら

れる。加えて、乗合バスをはじめとしたわが国の

地域公共交通ネットワークは、交通事業者だけが

守るのではなく、地方行政や地域住民を含む三者

の合意形成に基づいて守ることが期待されている。

そのためには、三位一体のパートナーシップの下

で、公共交通政策を共創し、実践する「文化」を

いかに根付かせるかが鍵となる。

 しかし、三位一体の「文化」は、一朝一夕で築

かれるものではない。それぞれの主体の思いを斟

酌し、紡ぎあわせる「翻訳者」の存在が重要であ

り、専門家や技術者、実践者のネットワークを拡

げていくことが重要である。そのうえで、各地の

現場で「小さな成功体験」をカタチとして創り出

せるかがポイントになる。まさに、「実践知」のな

かから、地域公共交通政策とまちづくりの接点は

生み出されるのである。 
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1. はじめに 

急速な高齢化の進展、中心市街地の衰退、地球

環境問題など、都市の問題がさまざまな面から取

り上げられている。とりわけ、日々の生活を自動

車交通に依存せざるを得なくなった地方都市の問

題は深刻である。 

そうした中で、LRT（Light Rail Transit）と呼

ばれる都市交通が注目されている。LRT は、輸送

規模としては、従来の鉄道とバスの間に位置する

中量輸送機関であり、地方都市を中心に諸外国で

導入が広がっている。 

本稿では、特にまちづくりに焦点を当て、海外

の事例を参考にしながら、日本の都市問題に対す

る一つの解決策としてのLRTを論じる。以下では、

まずLRTとは何かについて概説した後、その特徴、

都市への導入形態などを整理する。そのうえで、

LRT がまちづくりにもたらす効果について、イギ

リス・マンチェスターの事例をとりあげながら整

理し、日本の課題を述べる。 

 

2. LRTとは何か 

LRT という言葉が聞かれるようになって久しい

が、その定義は必ずしも明確ではない。日本語で

は「次世代型路面電車」と訳されるが、これでは

路面電車の新しい車両を思い浮かべる。実際、車

両の床が低い、バリアフリーの新しい電車を LRT

と呼ぶ人もいる。 

しかし、LRT は交通システムとしての役割があ

る。その点、広辞苑第六版の定義は「都市の新交

通システムの一つ。路面電車の性能を向上させる

などして、他の交通手段との連続性を高めたもの」

とある。新しい車両だけを導入しただけでは、LRT

とは呼べない。日本では、低床車が来る電停に行

くのに、歩道橋でしかアクセスできない電停があ

ったが、これをLRTというわけにはいかない。LRT

に使われる車両は、正確には LRV（Light Rail 

Vehicle）と呼ばれる。 

つまり、LRT は、路面電車事業単体ではなく、

都市交通システムとして、都市計画、広い意味で

のまちづくりの中で戦略的に位置づけられるべき

ものなのである。 

近年整備されている大都市圏の地下鉄整備も都

市計画と連携されている。しかし、LRT は、大規

模な設備投資を必要としない、手ごろな（light）

施設と車両による、相対的に安価な費用で導入が

可能である。さらに、LRT の場合、モノレールや

新交通システム（AGT、Automated Guideway Transit）

と異なり、道路上を走る路面電車を核としている

ため、費用面でのメリットのほかに、乗り降りの

上下移動がなく、バリアフリーが実現できる。こ

れにより、高齢者や障害者、妊婦といった人にと

って使いやすいことはもちろん、都市交通として

も、バスとの乗換え、自動車や自転車との乗換え

もスムーズになり、「連続性」が確保されることに

なる。 

一方、バスとの差異という点では、輸送量の面

特集 モビリティデザインとまちづくりの戦略 
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